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平成27年度　決　算

市の財政状況をお知らせします ※1万円単位で端数処理しています。

　市では、「上半期」「下半期」「決算」の3回に分けて財政事情を公表しています。
今回は、平成27年度の決算状況をお知らせします。平成28年度上半期（4月～
9月）の財政状況は、12月1日号でお知らせする予定です。

財政課（４階）
☎（20）1 5 1 7
Ｆ（20）1 6 0 3

問
合
せ

一般会計　
決算の概要

　市の一般会計は、平成27年度最終予算額312億737万円に対して歳出の総
額は299億3,571万円となり、平成26年度決算額293億7,602万円と比べ、1.9％
増加しました。また平成27年度の歳入は312億4,405万円となり、歳入から
歳出を差し引いた形式収支は13億834万円、翌年度へ繰り越すべき財源など
を除いた実質収支は9億7,170万円となりました。

その他特定財源
17億2,996万円5.5%
市債
33億4,140万円10.7%
諸収入
12億9,816万円
4.2%

その他一般財源
6億5,924万円2.1%
地方消費税交付金
16億8,912万円5.4%

農林水産業費
11億8,597万円4.0%

その他
3億341万円1.0%

地方交付税
25億2,961万円8.1%

衛生費
25億5,196万円8.5%

歳 入
312億4,405
万円国庫支出金

48億4,319万円
15.5%

県支出金
16億2,317万円

5.2%

特
定
財
源

一
般
財
源

歳 出
299億3,571
万円

民生費
103億4,623万円

34.6%

公債費
36億4,403万円

12.2%

教育費
37億3,413万円

12.5%
消防費

12億3,473万円
4.1%
土木費

22億8,252万円
7.6%
商工費

13億4,288万円
4.5%

総務費
33億985万円
11.0%市税

135億3,020万円
43.3%

その他

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林　　
水産業費

衛生費

民生費

総務費

■平成26年度 ■平成27年度歳出前年度比較
27億4,132万円
33億　985万円

26億6,788万円
25億5,196万円

4億9,767万円
11億8,597万円

11億4,744万円
13億4,288万円

20億6,259万円
22億8,252万円

12億1,894万円
12億3,473万円

52億7,751万円
37億3,413万円

35億6,500万円
36億4,403万円

3億1,967万円
3億　341万円

98億7,800万円
103億4,623万円

【歳　入】
・歳入総額：312億4,405万円（前年度に対し＋6億4,778万円、＋2.1%）

市 税 皆さんに納めていただいた税金 評価替え等による、家屋にかかる固定資産税の減等により、1億425万円減少しまし
た。

地方消費税交付金 県税の地方消費税が市に交付
されるもの

平成26年度からの消費増税による引上げ分が平年度化したことに伴い、6億2,655万
円増加しました。

地方交付税 国税の一部から、市の財政状
況に応じて交付されるもの

人口減少対策等の需要額増等による普通交付税の増等により、2億56万円増加しま
した。

国庫支出金 国からの負担金や補助金など 臨時福祉給付金・年金生活者等支援給付金給付事業費補助金の増等により、4億
5,692万円増加しました。

県支出金 県からの負担金や補助金など プレミアム付商品券市町村交付金の交付等により、1億3,024万円増加しました。

市 債 国や銀行などからの借入金 小学校・中学校耐震補強事業の減に伴う義務教育施設債の減等により、3億5,760万
円減少しました。

【歳　出】
・歳出総額：299億3,571万円（前年度に対し＋5億5,969万円、＋1.9%）

総 務 費 市役所の全般的な経費 財政調整基金積立金の増等により、5億6,853万円増加しました。

民 生 費 社会福祉・児童福祉などの経費 総合市民センター耐震改修工事等に伴う地域福祉センター整備事業の増、国民健
康保険事業特別会計繰出金の増等により、4億6,823万円増加しました。

衛 生 費 保健福祉・ごみ処理などの経費 長生郡市広域市町村圏組合への負担金（病院事業、清掃事業、衛生事業）の減等
により、1億1,593万円減少しました。

土 木 費 道路・公園・橋・河川の整備な
どの経費 （仮称）茂原長柄スマートＩＣ設置事業の増等により、2億1,993万円増加しました。

教 育 費 小中学校、幼稚園の整備などの
経費

小学校・中学校の耐震補強工事費の減等による施設整備事業の減等により、15億
4,338万円減少しました。

公 債 費 借入金の返済金 第三セクター等改革推進債繰上償還分の増等による償還元金の増等により、7,903
万円増加しました。


